
  

  
１．目的  

施設の長寿命化に向けて、この先どのくらいの期間、建物を使用することができるか構

造体の劣化の程度からその耐久性を調査しました。  
２．長寿命化に向けての検討の流れ             
３．調査対象施設  

概ね築 40 年程度の市設建築物を対象に調査を行っています。 

今回は、平成２９年度に構造体耐久性調査を行った 355 棟（学校 162 棟、住宅 193

棟）と平成２７年度に建物の強度確認調査を行った６棟の調査結果について公表します。   
４．構造体耐久性調査結果 

（単位：棟） 

今後期待できる使用期間 学校 住宅 合計 

区分１ 今後 40 年程度以上 57 115 172 

区分２ 今後 20 年程度以上 105 76 181 

区分３ 今後 20 年程度未満 0 2 2 

計 162 193 355 

 

５．これまでに行った調査の全件数のまとめ 
                                    （単位：棟） 

区 分 今後期待できる建物の使用期間 
合計 40 年程度 

以上 

20 年程度 

以上 

20 年程度 

未満 

学 校 ２５１ ６５７ ２ ９１０

住 宅 １５２ １８５ ２ ３３９

一般施設 ６５ ６５ ０ １３０

計 ４６８ ９０７ ４ １３７９

今回の調査結果により構造体の面からは、一般的にいわれている耐用年数６０～６５年

程度よりも長寿命化が期待できるものがあることがわかりました。 
今後、建物の機能の充足度、長寿命化等にかかるコストなどを検討し、施設整備を適切

に進めていきます。  

平成２９年度 構造体耐久性調査について（概要） 
合理的な整備手法 

の決定  
・リニューアル改修 
・セミリニューアル改修

など

・機能の充足度等を確認 
・コストの検討 
・既存建物の可変性 
・財源の検討 

 など

第２段階 
施設機能のチェック等 

構造体の耐久性 
［区分１］ 

今後 40 年程度以上 
［区分２］ 

今後 20 年程度以上 
［区分３］ 

今後 20 年程度未満 
第１段階 
 構造体耐久性調査 



  

６．建物強度確認調査結果 
構造体耐久性調査において、耐震性能不足の恐れがあるとされたものを対象とした建物強

度確認調査（耐震診断）を平成２７年度に６棟実施し、構造体の耐久性を判定しました。そ

のうち、耐震診断による評価でⅡ－１となった２棟は、耐震対策を行いました。 
 
【調査結果集計表】  
 

評価 Ⅰ  ：概ね現行耐震基準程度の性能を有しており、原則として耐震対策の必要がない。 

評価 Ⅱ １：現行耐震基準程度の性能を満たさず、原則として耐震対策の検討の必要がある。 

評価 Ⅱ－２：現行耐震基準程度の性能を満たさず優先的に耐震対策の検討の必要がある。 
  

施設名 棟 耐震診断による評価 今後期待できる建物の

使用期間 
西消防署押切出張所 庁舎 Ⅰ 20 年程度以上 

港消防署南陽出張所 庁舎 Ⅰ 20 年程度以上 

南消防署 庁舎 Ⅰ 40 年程度以上 

緑消防署有松出張所 庁舎 Ⅱ－１ 20 年程度以上 

名東消防署 庁舎 Ⅱ－１ 40 年程度以上 

芝保育園 園舎 Ⅰ 40 年程度以上 


